別記第1号様式（第6条関係）

環境・エネルギー産業総合支援事業（開発支援事業）　事業計画書

　　　　年　　月　　日

北海道知事　　様

環境・エネルギー産業総合支援事業（開発支援事業）補助金交付要綱第6条の規定に基づき、次のとおり事業計画書を提出します。

１　事業計画名
	事業の名称
又はテーマ
	




２　申請者の概要
(1) 申請者
	事業者区分

	1
	道内に主たる事務所又は事業所を有する法人
（特定非営利活動法人等を含む）

	
	2
	上記の者を含む複数事業者の共同体
（以下「コンソーシアム」という。）



（単独の事業者又はコンソーシアム代表者の概要）
	コンソーシアム名
	

	申請者名
[代表者職氏名]
	

	申請者住所
	〒
（本店：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	従業員数
	正社員（雇用保険一般被保険者）：　　　　名
	非正規雇用者：　　　　　  　　名

	業種
	
	資本金
	千円

	主な事業内容
	

	設立年月日
及び沿革等
	

	製品・技術
経緯等実績
	

	過去の行政処分等の有無
	有
	

	
	無
	




（コンソーシアム構成員の概要）
	構成員名
[代表者職氏名]
	

	住所
	〒
（本店：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	業務担当者
	

	従業員数
	正社員（雇用保険一般被保険者）：　　　　名
	非正規雇用者：　　　　　  　　名

	業種
	
	資本金
	千円

	主な事業内容
	


	設立年月日
及び沿革等
	


	製品・技術
経緯等実績
	

	過去の行政処分等の有無
	有
	

	
	無
	



 (2) 連絡先　
	担当者所属名
	

	担当者職氏名
	

	ＴＥＬ
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	



(3) 実施体制等
	外部委託・
委嘱の状況

	外部委託・委嘱予定者の住所・氏名
	外部委託・委嘱の内容

	
	

	

	
	

	

	
	

	


（コンソーシアム全構成員の役割等）
	コンソーシアムの役割分担
	代表者及び構成員
	担当業務・役割等

	
	
	

	
	
	

	
	
	










３　事業計画の区分等

	分野区分

	1
	新エネルギー関連分野

	
	2
	省エネルギー関連分野

	事業区分

	1
	技術開発（大学等と連携した技術開発・実証研究）

	
	2
	実証事業など（技術・開発製品を核とした実証等、その他）

	
	3
	製品・サービス開発（製品の有効性及コスト算定等を目的の試作品作成や改良）

	
	4
	製品事業化（3の製品開発と併せた、収益性及び販路等を目的の市場調査）


　※区分が重複する場合、複数記載をして下さい。
　
４　事業計画の概要
	(1) 事業目的・
全体の概要・
スキーム等

	○　事業目的
○　事業概要
○　実施内容
○　実施方法（事業手法）
○　組合せる製品・技術等の内容
○　スキーム
等々

	(2) 実施場所
[bookmark: _GoBack]（住所等）
	



５　事業計画の詳細内容
	(1) 実施体制、
業務分担内容
	

	(2) スケジュール
	

	(3) 製品技術の知見・経験等
	



	(4) 課題設定・解決方法等

・省エネ・新エネ化
地産地消効果

	



	(5) 新規性





・開発手法





・波及効果
	



	(6) 技術力、
競争力強化


・事業(製品)化
	

	(7) その他
	


６　資金収支計画
	収入内訳（資金調達計画）
	支出内訳

	区分
	金額
(千円)
	調達先
	経費区分
	金額
	
	主な内容

	
	
	
	
	(千円)
	補助対象経費
	

	補助金
	
	北海道
	製品・技術開発費
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	原材料費
	
	
	

	
	
	
	
	機械装置費
	
	
	

	
	
	
	
	技術導入費
	
	
	

	
	
	
	
	特許実施費
	
	
	

	
	
	
	
	外注委託費
	
	
	

	
	
	
	人件費
	
	
	

	
	
	
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	合計
	
	
	



【※添付書類】
(1) 決算書（直近２期分の事業報告書、貸借対照表、損益計算書等）
(2) 法人の場合は定款及び商業登記法第１０条に規定する登記事項証明書
(3) 共同体（コンソーシアム）による申請の場合は、その協定書（別紙「コンソーシアム協定書（案）」を参考とすること）の写し
(4) 当該事業計画に関連する産業財産権等（特許、実用新案、意匠登録、プログラム著作権等）を取得又は出願している場合はその書類の写し（出願番号又は登録番号及び技術等の概要がわかる物）
(5) 試作品等の図面・イラスト（規格を記入）及び工程図、製品カタログ等
(6) 会社概要が掲載されている会社案内等のパンフレット
(7) その他の事業計画に関して参考となる書類

